
平成１７年度包括外部監査の結果報告書　指摘事項の措置状況

ページ 項目 指摘事項
担当部署
（所管課）

措置状況
対応
区分

Ｐ８２ 監視業務

・不十分な業務日誌
監視業務終了後作成される巡視日誌は，異常の有無

につき丸をつける簡潔な書式であり日誌といえるほど
の報告を求めていないため，巡視の事実は確認できな
い。巡視時間，巡視の様子を委託業務の履行が確認で
きる程度に具体的に記入させるべきである。

環境施設課

　平成２１年度から業務日誌に写真を添付させ，また，平
成２５年度から業務日誌へ巡視時間を記入させています。
このことにより，巡視時間及び巡視の様子を確認するここ
としました。

措置済

Ｐ２２
財政援助団体（法定
公社および外郭団
体）

　土地開発公社については事業化しないまま長期にわ
たり保有している土地の不良資産化が一般に懸念され
ているところである。決算書において債務超過となっ
ていない場合でも減損会計を適用し，土地の含み損を
減損損失として計上した場合，大幅な債務超過となる
可能性が高い。より一層の保有地の売却と有効利用が
必要である。

財政課

　平成１９年度に「土地開発公社の経営の健全化に関する
計画」（平成２０～２４年度の５年間）を策定し，抜本的
な経営健全化に取り組みました。
　その結果，平成１８年度末には１６２億円あった簿価総
額が，平成２４年度末では６５億円に縮減しました。
　また，５年以上保有していた土地の簿価総額につきまし
ても，平成１８年度末時点で１２１億円あったものが，平
成２４年度末では２８億円に縮減しました。
　なお，先行取得していた用地のうち，今後事業化の予定
のない保有地についても，平成２４年度末までにすべて売
却しました。

措置済

（公表日：平成26年2月3日　　通知日：平成25年12月25日法第34号）
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